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（１）施策の目標指標、KPI

（２）重点施策に関する検証

（３）当該重点施策に関連する事業について（合計事業費）

34000 防災体制強化事業 4600 コミュニティバス等運行事業 4650 デマンド交通運行事業 13500

震災復興・津波避難道路整
備事業

330,487 330,487 

74500 74600 74650 75290生活支援体制整備事業

推進委員会からの意見（要旨）
㉚デマンド交通の利用があまり伸びてきていないのは周知が足りないからか、また、コミュニティバスの利用実態を調べているのか。
㉛高齢ドライバーが駐車するときに、車から降りて何回も確認しているところを見かけた。その車は凹んでいるところが何箇所もあった。旭市はまだ高齢者が免許を手放さないで持っている人が多いと思い
ます。
㉜消防団活動を行う若い人が地域に少ない。また、日中に災害があった場合は自営業など地域にいる人がリーダー役となり対応している。今後もリーダー役を担える人を育て、地域の防災力の向上に努
めていく必要があると思う。
㉝コミュニティバスは本数が少ない地域があり、高齢者の利用が難しい場合もある。また、デマンド交通を知っている高齢者が何人いるか疑問な部分もあり、もう少し周知が必要だと思う。
㉞社会福祉法人には地域貢献を行う役割もある。どのような地域貢献が市民から求められているのか、わからない部分もあり、防災面や老人クラブ活動などで協力できるようなことを、市から打診していた
だくのも一つの方法だと思う。

推進委員会からの意見に対する担当課の考え（要旨）
㉚デマンド交通の周知は、総合公共交通マップの配布、市ホームページ、広報あさひで行っています。今後も関係機関と連携して周知を行っていきます。コミュニティバスの利用実態につきましては、運
行日ごとの各停留所の乗降数をカウントし、乗車実績を作成しており、ルートやダイヤの検討に活用しています。
㉛運転経歴証明書を提示した場合、公共交通の運賃が割引になるなどの支援があります。こういった支援措置について周知をし、運転免許証の自主返納について、働きかけを継続していきます。
㉜地域防災力のリーダーである消防団の確保に向けて、消防団サポート店の充実や消防団員のための恋活事業など、魅力的で入団し易い環境づくりを図っていきます。また、自主防災組織の結成・育
成をサポートし、地域防災力の向上につなげていきます。
㉝コミュニティバスの本数の少ない地域や、運行していない地域につきましては、デマンド交通の利用を勧めております。デマンド交通の周知は㉚の取り組みを行っていきます。
㉞災害時における協定に基づき、福祉避難所となる市内法人と、要配慮者の情報提供や受け入れ方法等の検討を進め、防災機能の強化に繋げていきます。
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① 施策の進捗状況
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多職種連携相談件数（重4、施25） 延べ3,000件

順調

認知症施策の推進事業

数値
目標

ＫＰＩ

② （１）数値目標・ＫＰＩの
実績値と（２）－①の状況
の理由等

【達成状況：Ｃ】介護を必要としない自立した期間の指標として、65歳以上の新規要介護認定者の平均年齢については、平成29年の現状値から、男性は80.7歳（0.7歳の下降）、女性
は83.3歳（0.4歳の下降）であった。

KPI12【達成状況：Ｓ】 高齢になっても住み慣れた地域で、自立した日常生活を安心して続けられるよう、地域の医療と介護の関係者が連携を図り、積極的な
介護予防活動や適切な相談業務が行えるよう多職種との連携により地域包括ケアシステムの構築推進を目的としている。令和2年度に行った、市直営、東
部、北部地域包括支援センターでの、多職種連携にかかる相談延べ件数は、5,992件であり、平成30年度から委託している東部及び北部地域包括支援セ
ンターの相談支援活動が軌道に乗ったことで、平成30年から3,228件増加し目標値を十分に達成している。
KPI13【達成状況：Ｃ】単位老人クラブ会員の高齢化により、体調不良等で退会するものや、会長のなり手がなく解散するクラブがある。また、近年は新型コロ
ナウイルス感染症感染予防のため活動や会合が休止している。
KPI14【達成状況：Ｃ】自主防災組織補助金に関する問合せ等もあり、自主防災組織の必要性については認識されてきているが、実際に自主防災組織の立
ち上げまでには至っていない状況。
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③現状と課題、方向性、数値目
標・ＫＰＩ達成に向けた課題・問
題点

　高齢になっても自立した日常生活を送り続けるためには、若い世代からの望ましい生活習慣と健診結果に応じた、適切かつ積極的な
生活習慣の改善が必要である。健康づくり課をはじめとする関係各課や、医療と介護の関係職種と連携を図りながら、広い範囲での介護
予防を実施していく必要があるが、コロナ禍によりグループや集団を対象とした事業が停滞している。また、高齢者の相談窓口、介護予
防の拠点として、地域包括支援センターの認知度の向上も課題となっている。
　単位老人クラブ会員は高齢者が大半で、年齢が増すに伴い組織活動への負担感が増え脱退する者が出る。そのため、加入者はいる
ものの減少に追いつかず、会員数増加に至っていない。活動の楽しみを知ることで加入への意欲を持たせることが大切である。
　自主防災組織については、地域の高齢化や人口流出で、地区の中心的存在やリーダー役を担う人材への負担も多くなってきている。
そういった点からも組織結成まで結びついていない。
　コミュニティバス等運行事業は新型コロナウイルス感染症拡大による影響で利用者が減少している。

④ 4年度施策の方針

　高齢者の保健事業と介護予防を一体化し、健康寿命の延伸と生活の質の向上を目指すため、健康づくり課が把握した地域の健康課
題について、地域の「通いの場」  等を通じて 、健康寿命延伸のための望ましい食生活習慣に関する健康教育（ポピュレーションアプ
ローチ）を行うとともに、医療と介護、保健の関係者が連携し地域の実情に応じた介護予防に関する健康教育も併せて行う。
　「通いの場」の活動については、感染対策と「家庭でできる運動」などを参加者へ周知し、感染予防に留意した活動が継続できるよう支
援する。地域包括支援センターについては、高齢者の身近な相談窓口として一般市民の認知度を上げるため、広報誌への掲載や地域
の関係者へ積極的に周知する。
　老人クラブについて、令和3年度よりパークゴルフ場利用による活動の活性化を目指し、老人クラブが施設を利用する場合の利用料に
ついて担当課と協議を進める。R4は、既設クラブや新規会員加入及び新設クラブへの助成金交付を継続し、スカットボールやパークゴ
ルフ、ボッチャ等の軽スポーツ大会を支援するなど、より活動しやすい環境づくりを推進していく。
　自主防災組織について、防災資料館等で防災教育を実施するほか、区長会や出前講座で自助・共助の重要性を訴え、市民の防災意
識の向上を図り地域防災力の向上を目指す。
　震災復興・津波避難道路整備では、関係機関及び関係課との調整を図りながら、円滑な避難体制を構築するよう道路事業に努め、津
波避難道路の早期完成を目指す。

KPI達成状況の評価（数値目標）

S 目標値を達成（見込み）

A 基準値より上昇（10%以上）

B 基準値より上昇（10%未満）

C 基準値と同水準（基準値と同値～△10％未満）

D 基準値より下落（△10％以下）

― 評価不能（KPIの実績値が無い状態）
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0

○

成果
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一般財源 20 1

成果
指標

個別地域ケア会議実施対象者が処遇改善されたと思われる割合 ％ 100.0 100.0

一般財源 0 1

小地域ケア会議の参加延人数 人

74650
地域ケア会議推進事
業

事業費
千円

0

○

75320
認知症サポーター等
養成事業

事業費

事業費
千円

8

成果
指標

リハビリ専門職の指導を受けて運動に取り組む割合 ％ 100.0

165 27

6 4

件

○

75290
地域リハビリテーショ
ン活動支援事業

○

13500
地域包括支援センター
運営事業

事業費
千円

事業費
千円

9

10
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成果
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高齢者に占める認知症サポーターの割合（認知症サポーター総数/65歳以上人口） ％

一般財源

11

○

74600 認知症施策の推進事業
事業費

千円

成果
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認知症支援に係る医療・介護連携数（市が介入した認知症オレンジ連携シートによる連携件数） 件

認知症関連の会議開催・出席回数

○

13000
老人クラブ活動促進事
業

事業費
千円

4,716

千円

7

8

一般財源 723

成果
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地域包括支援センターによる総合相談件数 件 3,725

6
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成果
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一般財源 339
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13100
シルバー人材センター助成事
業
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○
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一般財源 6,416

成果
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  契約金額(受託事業による収益) 千円 129,000

4650 デマンド交通運行事業
事業費

千円
1,916

○

6,416

1

3

70,820 47,391
一般財源 52,037 47,175

年間利用者数 人 77,556 48,262
2

一般財源 192,109 141,844

ｍ

12.5
成果
指標

4,096

収支率 ％

1,230

18,588

（決算） （決算）

○

30110①
震災復興・津波避難道
路整備事業

成果
指標

供用済延長（横根・三川線） 250

主な
事業 事務事業 単位

1年度
備考欄

6年度

（決算）

5年度

（決算）

○

74500
生活支援体制整備事
業

事業費
千円

1,478 1,804

成果
指標

生活支援等サービスの数 個 29 30

5

4,386

18,588

人

16

599

3,452

220

9,866

7,573

0

61.5

110,439

6,416

千円

240

成果
指標

津波避難訓練の参加人数 人 0

自主防災組織の活動カバー率 ％ 61.2

年間利用者数 人

供用済延長（椎名内・西足洗線） ｍ 620

34000 防災体制強化事業
事業費

千円
16,998

12,655

15.4

56

222

20

7

会員数 1,723 1,683

1,536

65

6,069

53

千円
一般財源

成果
指標

事業費

37

6,395

人

  就業者数(実際に就業機会を獲得した人数)

地域包括支援ネットワーク構築のための連携会議の開催回数

3

102

千円

コミュニティバス等運
行事業

事業費

成果
指標

事業費
千円

283,374 235,547

一般財源

回

5

14 12

14.7

415

8

6,416


